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地域生活学研究会は『地域生活学研究』第 9 号
をここに刊行した。今号には論文として、文献研
究を踏まえて岐阜県下の苔川に生育していた淡水
藻類の文化地理学的な考察を行った岸 大弼「岐阜
県高山市の苔川における食用藻類“すのり”の 過
去の分布および利用」を掲載したほか、アクティ
ブ・ラーニングの手法を援用しつつ住民の在来知
を理科教育に取り込むことを試みた松村祥ほか 3
名の「地域住民の知的資産を理科の授業に活かす
試み」、薬物依存者の回復と社会復帰を支援する民
間団体の実態調査を行った立瀬剛志ほか 2 名の
「依存症リハビリテーション支援の実態について」
の 2編の報告論文を掲載した。 
ちょうどこの編集後記を執筆中、14,000 人以上
の科学者が加入するドイツ最大の学術団体マック
ス・プランク学術振興協会が、2019年以降 Elsevier
との購読契約を打ちきるというニュースが飛び込
んできた（Taylor 2018）。この動きは、大手出版社
が占有してきた学術情報のオープン・アクセス化
を推進するコンソーシアム（Projekt DEAL）によ
る一連の交渉の 1 つに位置づけられる。同コンソ
ーシアムは現に Wiley との交渉において、同団体
が代表して契約料を支払うことで 1997 年以降に
出版された同社の全学術誌の購読無償化を実現し
たという。これによってコンソーシアム参加機関
の構成員は、上記した Wiley 全学術誌の購読無償
化に加えてオープン・アクセスでの投稿権も獲得
し、今後 3 年間にわたってその恩恵を受けられる
ことになった（Kellersohn et al. 2019；カレントア
ウェアネス・ポータル 2019）。 
高騰する電子ジャーナルの購読料を前に、日本
では学術関係者によるこうした組織的な動きはま
だほとんどみられない。ドイツの事例に学び、大
学や学術界から、分野や組織の枠を越えた対抗措
置が講じられるべき時期に来ているように思われ
る。今般のニュースは、高騰の一途を辿ってきた
電子学術出版に対してようやく組織的な対抗策が
とられ始めたことを示すものとして注目に値する
し、日本でもこうした動きが進むよう、学術界を
牽引する上層部諸兄には期待して止むところがな
い。 
我々はこれまで 7 年間、関係者の善意を持ち寄
ることで、稼業としての学術出版に疎い研究者に
も無償の電子学術情報の出版・運用が可能である
ことを示してきた。現状に対し、ささやかな苦言
を呈することが許されるなら、高騰する APC や購
読料への対抗措置として、政府や日本学術会議の
イニシアチブのもと、4 大出版社に伍するような
巨大な電子学術出版団体を創設する試みが、もっ
と早くになされるべきであった。 1985 年の
NACSIS-CAT に始まって CiNii、J-Stage に至るま
でのノウハウに加え、（ここ 10 年間零落の一途を
辿ってきたとはいえ）なお 66万人以上の潜在的査
読者を擁する人的資源を併せ持ち、名目 GDP では
なお世界第 3 位の経済力をもつ日本には、まだ応
分の潜在的可能性が残されている。低廉な出版料
と迅速な査読を可能にするウェブシステムの構築、
これまでの大学改革においていかんなく発揮され
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たトップダウン式のイニシアチブと資金配分、そ
してささやかながら弊誌において示された査読者
諸兄のボランティア精神と良識を持ち寄り、国が
バックにつくことによって世界の科学者が投稿を
望むような権威あるメガ＝ジャーナルを構築し、
電子学術出版の明日をリードする道はまだ残され
ているのではないか。今は電子出版の明日をめぐ
る一つの潮目であり、ここに日本がリーダーシッ
プをとる最後の可能性が残されているのではない
かと、改めて思わされるニュースであった。 
むろん、遠大な夢に比して、弊誌が現実に実現
してきた成果はごく僅かなものに過ぎない。我々
は唯、学術出版における機会の平等と公正の実現
に向け、手許のささやかな実践を通じて小さな篝
火を灯してゆきたいと考える。 
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